
公益法
人の区

分

国所管・都
道府県所
管の区分

応札・応
募者数
（人）

1
宮古公共職業安定所空調機更
新工事

支出負担行為担当官
沖縄労働局総務部長
後藤　稔
那覇市おもろまち２－１－１

平成27年7月17日
有限会社　ミフネ理建
宮古島市平良字東仲宗根３３０

一般競争入札 3,908,832 3,780,000 96.7%

2

3

4

5

6

7

8

公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく競争入札に係る情報の公表（公共工事）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年6月1日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

公益法人の場合

通
番

公共工事の名称、場所、
期間、種別

契約担当者等の氏名並びに
その所属する部局の名称及

び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号又は
名称及び住所

一般競争入札・指名競争入札の別
（総合評価の実施）

 予定価格
（円）

 契約金額
（円）

落札
率
(%)

備　考

様式２－１

        ※公益法人の区分において、「公財」は「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。



公益法
人の区

分

国所管・都
道府県所
管の区分

応札・応
募者数
（人）

1

2

3

4

5

6

7

8

再就職
の役員
の数
(人)

公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（公共工事）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年6月1日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

通
番

公共工事の名称、場所、
期間、種別

契約担当者等の氏名並びに
その所属する部局の名称及

び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号又は
名称及び住所

備　考
一般競争入札・指名競争入札の別

（総合評価の実施）
 予定価格

（円）
 契約金額

（円）

落札
率
(%)

公益法人の場合

様式２－２

該 当 調 達 案 件 な し

        ※公益法人の区分において、「公財」は「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。



公益法
人の区

分

国所管・都
道府県所
管の区分

応札・応
募者数
（人）

1 平成27年度若年者地域連携事業

支出負担行為担当官
沖縄労働局総務部長
後藤　稔
那覇市おもろまち２－１－１

平成27年7月16日
株式会社　シグマスタッフ
東京都品川区上大崎2-25-2　新
目黒東急ビル6階

一般競争入札
(総合評価落札方式）

29,876,726 25,660,800 85.9%

2
「求職支援制度のしおり」及び
リーフレット作成契約

支出負担行為担当官
沖縄労働局総務部長
後藤　稔
那覇市おもろまち２－１－１

平成27年7月16日
有限会社　南風原印刷
那覇市上間571-1

一般競争入札 1,131,030 918,000 81.2%

3

4

5

6

7

8

備　考
一般競争入札・指名競争入札の別

（総合評価の実施）
契約を締結した日

公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく競争入札に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年6月1日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

通
番

物品役務等の名称及び数量
契約担当者等の氏名並びに
その所属する部局の名称及

び所在地

 予定価格
（円）

 契約金額
（円）

落札
率
(%)

契約の相手方の商号又は
名称及び住所

公益法人の場合

様式２－３

        ※公益法人の区分において、「公財」は「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。 



公益法
人の区

分

国所管・
都道府県
所管の区

分

応札・応
募者数
（人）

1
実践型地域雇用創造事業委託契
約

支出負担行為担当官
沖縄労働局総務部長
後藤　稔
那覇市おもろまち２－１－１

平成27年7月1日
宮古島地域雇用創造協議会
宮古島市平良市字西里187宮古
島市役所平良第二庁舎

会計法第29条の3第4項
厚生労働省が指定した団体であ
り、契約の目的が競争を許さない
ため

233,411,000 233,411,000 100.0%
国庫債務負担
行為H27～29
年度

2

3

4

5

6

7

8

備　考

公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年6月1日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

通
番

物品役務等の名称及び数量
契約担当者等の氏名並びに
その所属する部局の名称及

び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号又は
名称及び住所

一般競争入札・指名競争入札の別
（総合評価の実施）

 予定価格
（円）

 契約金額
（円）

落札
率
(%)

再就職
の役員
の数
(人)

公益法人の場合

様式２－４

        ※公益法人の区分において、「公財」は「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。



様式２－４ №1

備　　　考

随意契約理由書

件名及び数量 実践型地域雇用創造事業委託

随意契約による
こととした理由

　本事業は、地域雇用開発促進法に定める同意自発雇用創造
地域内の市町村・経済団体から構成される地域雇用創造協議
会が提案する事業の中から、厚生労働省の選別・評価委員会
が選抜指定した団体を委託先として実施するものであり、契約
の相手方は、その該当団体である。
　よって、契約の性質又は目的が競争を許さない場合に該当
し、会計法第２９条の３の第４項に基づき随意契約としたもの。

随意契約の見直し
予定等

見直し予定なし。


